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；}I|表２（砿学課程のＴＪｌＭ[教且数）
専柾教典数
授業料Ｆ１の１１１１類
入学定fil20人の場合入学定f160人の場合
一般教育科目
外国語科目
保健体育科目
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備考この炎に定める．般教行科Ｈの教１１数のうち人文，社会及び自然の各分野ごとの数は，それ
ぞれ］人以上と-ナろ命
３医科大学（学部）設置に伴う年次計画について
〈44.5.29大学設慨審議会医学専門委員会）
改正（46.7.29〃
’数口級織について
進学課程の教員は，開談時に全、就任していることを要する。
専門課程の教貝については，次の割合で充実することを認める。
なお，どの年腱にどの識座を配職するかについては，各大学で編成する教育課程に応じて，授業
が始まる前年度までにｌＭ談することを饗するものと十る。
開設時６誠座
第２年次の始まるまで７〃
第３〃６’’
第４〃６〃
第５〃２〃
２附腿病院について
(1)大学（'聯部）の設枇と同時に附ＩＩＬ病院を開設することを要する。
(2)前項により難い場合には，遅くとも第５年次の始まるまでに基準に適合する附屈病院を開設す
ることとし，」1該附風病院が附設されるまでの間は，密定措置として相当規模の病院(｢暫定病院」
という｡）を開設していることを必要とする。
ただし，建築工ZIiの進捗状況等からみて，大学（学部）の設識後６カ月以内に確実に開設でき
る見迦しがある場合には，暫定病院を要しないものとする。
なお，開設予定の附腿病院の延築計画については，本格的な建築設計．工程および教職型記世
計画ならびにこれらに必要な涜金の計両を提出させ，その実現のnJ能憐について具体的に綱寵す
る。
(3)前項の暫定病院は，次の規模・内需を有するものでなければならない。
▽１一般病床300床以上を有すること。
（ｲ）内科，外科，小 科，産婦人科，１]艮科，耳鼻咽喉科，皮IiW科，泌尿器科，機形外科，放射線
科（又は理学診療科）および精神科の各診療科を原H1｣として設慨している二と。
（ｳ）前項の各診療科については，指導支任者としての適格性を有する常勤 師がいること。
｡）中央検在施設，思滞診療施設および教fr・研究施設等臨床教育．研究に必要な諸施設を有す
ることへ
－８Ｈ－ 
科 ii1i煩
任 員
口60人 員12()
教育科ｉｌ
語科ｉｉ
健体' Fｉ
計旦△．Ｅ］ 
(.I）］豚定病院とするため，特殊病院を総合病院に改装した場合にあって'よ，改装後少なくとも1年
以上を経過し，総合病院として活動の実織のあるもののみを認めることとする。
(5)大学の設置者およびjiW定病院の設置者相互の側係については，次のいず』Lかに該当し,柵互に
一体的な運営が行ないうると認められる場合'よ，設世者を異Iこして6やＬｕを得ないものとする。
（７）凶公立大学と[副公立病院，同公立大学と民llIl病院および私立大学とljI公立病院の場合は，そ
の１N立間に密接なllU係があり，かつ，iliii院のjⅢ常について協定が成・,札ているとき。
（ｲ）私立大学と民|H1病院の場合'よ，その｜没lif峨の理Z1r組織が｣､複している聯相互間に密接なINI係
があり，かつ病院の迎徽について協定が成立しているとき。
〔附考〕
附属病院の開設とＩ上，附屈病院として開院しただちに各診療科の診澱活動が行ないうる状態を
いい，暫定病院の|)Ⅱ股とは既に開院しており，診療活動が行なわれている状態をいう。
３校舎について
全体$;|･画が確立しており，その実施についてのYf金`汁画が確実と,認めら』し，かつ，教育上文|Mtが
ないと認められる場合には，次の割合で整lWiすることを認める。
ｂぐお．この場合，進学`馴穏,校舎は開設時までに元成していることが必奨である。
また，専門課程校舎については．教員組織の年次`;１．画に応じて．教上』の研究室等を整備する必要
がある。
開設時４０％
第２年次の始まるまで３０％
第３〃３０％
.’没Miについて
校舎の場合に準ずる、
４医師養成に関する当面の考え方について
（昭和46年３ｊ１２６１１衆議院文教委【l会・坂田文部大臣）
底師鍵成については，二Jしまで当委員会をIj上じぬいろいろの機会に述べてまいりましたが，現時
点において私の考えていることを改めて申しあげたいと思います。
ご承知のとおり，わが圏の医師養成については，煎々問題があり貴すが，当面，(1)医師不足の解
消のため医科大学または撞学部の入学定員の墹加を図ること，(2)国公私立大学の医学部学生にかか
る経済的負担の格差の解ifjを図ることが喫緊の蝿題であると考えます。
そこで．以下上記の当而する二つの課題解決のための問題点および解決方箙について私の考える
ところを率直に申し述べたいと思います。
まず第１点についてでありますが,わが同の腹師救は現在人[1107J人につど113人という割合にな
っておりますが,最近即'k符では，おおむね人[110ﾉﾌﾞ人につき150人の医師を碓保する必要があるこ
とを表明され，このため医学部の入学定只の墹加を!判ることを要望さ｣しております。このような１１？
鍔を察知し，文謡省としては、過去10年間に逐次人学定員の増加に努め，都合1.540人(国立900人、
公立.１０人，私立600人）をｉｎ興し，現在，国公私立を含め，医学部の入学定瓜は4.380人に達してい
るのでありますが，上紀の婆!;lYを実現するためには，昭和46年度におけるj伽１千定数(260人）を力【｜
えても，なお1,50()人に近い人学定員の墹加を図る必〕災があろうかと存じます。
このよう強医学部入学定【｣の墹加を図るために(tいろいろな方法が考えられますが,まず第１に，
Ｈ公私立を通じ教Li組繊および施設等の充尖している既設医学部について，入学定貝を現行定11か
ら100人程度まで引きｌ:げることを検討いたした.）と思います。仮Iここ`ｌしがﾘﾐ現いたしますと約50(）
8円
人の轍貝を図りうることとなります。
第２に。このような既$没の医学部と並行して，さしあたり，地域的配撒状況等をも者虚しつつ11/｝
和47年度以降国立のＭｌｉ「:}入学または医学部を２ないし３jlV役することを検討するとともに，私立に
つきましても若干の拡充Wri役をjUj待できると考えてお')まず。ただ，医学部のような大規棋かつ旗
雑な組織をもつものについては，その水準を確保するため，総可にあたっては，慎飯に対処するこ
とが肝要であると考えます。
以上申し述べましたことは、医師養成を数的な面からみたのでありますが，その実現を期するた
めには，少葱<とも次のような問題点について早急に検討し，その解決を図る必要があるかと存じ
ます。
(1)現在，国立大学の救職jlは，いわゆる総定貝法によってその全体放が定められておりますが，
医学部の新設については，きわめて多数の教職員を必嬰とするので、総定員法の枠内で措世するこ
とは，きわめて困雌であると考えられます。よって，１[1法の取扱いに何らかの特別措l1Yを;lliずるこ
とについて早急に検討をﾉﾉⅡえ，結論を得たいと存じてね１兆kす。
(2)国立大学の折`没を'1｣洲にすすめるためには，敬地碓保，「Ｗｉ]病院の提供等について地元のii1(櫛
的な協力を得ることが必典であ'〕，このためには地方財政法等の規定との関連において何らかの適
切な措置を識ずる必要があると考えます。
(3)国公私立を通じ，憧学部設殴にあたって｛よ，雑準上雌 6()0床以上の規模の附属病院をもつこと
が不可欠の要件とさ#しており，ﾆｵLが医学部設遜に巨額の経洗を必要とする大きな原因となってお
ります。このさい，欧米先進国においてすでに行われているように，いわゆる関連病院と\j機的に
提携する二とが可能な場合には，大学病院は必ずしも大きな規模であることを要し益いとするよう
なシステムを考慮する必要があるのではないかと考えます。
(4)前段のいわゆるlXl巡蛎院制度が医学教育上からも適当であると判断される場合には，医学部投
機を推進する〃途のひとつとして，同または地方公共団体報が現に識ii(iする病院のうら適当なもの
について所要の縦Illlをlzlるべ<，それぞ＃し国または各投liM杵のnll極的な脇ﾌﾞjを賜わりたいとｲfじて
おります。
(5)なお，医学教育上，必嬰な要件はいろいろありますが，不可欠の要素として解剖用死体の砿(照
も大きな問題のひとつであると考えます。最近，社会生活の変化，経済生活の向上等により各大学
とも解剖死体の確保には苦慮しておりますが，解剖実習は医学教育上の根幹をなすものであります
ので最 必要数が確保でこるよう関係各方面の協力を願うとともに併せて現行必要数についても再
検討を加えなければならないと考えております。
(6)公立医科大学については，これがわが国の地域医鰯上に占める地位にかんがみ，文部省として
助成措置を拡大するとともに，その拡充のために強力なＩけ政措ifを識ずるよう関係各省にも依頼い
たしたいと考えております。
(7)私立大学の医学部につぎましては，本年度i11段さ』化た私立大学等経常費補助において，他学部
に比べ格別手厚い拙Ｉｉ'上を,i川じているほか，［:１本私学振興１１ｲ団による融資においても，他の一般ｉｉｕｉ没
に対すろものよ')橘別.(fﾄﾞﾘな扱いをいたしております。今後とも，このような補助，融資を拡大し
ていきたいと考えておりますが，他力，ご承知のように，私立の医科大学入学については、多額の
寄付金等を徴収する等，社会的にも大きな問題を投げかけております。私といたしましては､一方
において，私立の医科大学については，他の－段大学に比べて格別の財政措置を識ずるとともに，
他方,強制にわたるよう葱人学寄付金等については．何らかの抑制策を講じたいと考えております。
(8)なお。このこととの側連において，医学部学生とくに仏立の医学部学生については，通鮒の育
英奨学資金以上の拾|、をiMliずる必要があるのではないかと暗え，早速関係当局に検討を指示してい
ると二ろであります。
以上，当面するIMI趣点およびその解決鏡について抓々申し述べましたが，わが国の底学牧frにっ
９［ 
きましては，医学部の拡充に閲する問題のほか．きわめて根の深い複雑な問題が多数存71;いたして
おるのであります。
すなわち，ここ.放年来のいわゆる大学紛争の発端となった医学部および附屈病院は，それlLl灘今
日もなお幾多のうｊＷｒを内包しており，医学進学郷栂とＷ１１ｌ`糾穏との関係，教符内容および教７７方法
のあり方等につど誤しても，思い切った改善を加えなけ」しばならないとされております。また，医
学教育との関連において，医師国家試験のあり方がilllわれていることも事実でありますし， 業研
修の望ましいあり方についても，依然として多くの論議が行われ，必ずしも関係者の意見が一致し
ているとはいいがたい状況にあります。
また，医師不足の問題は，単に医師養成数の切加のみによって解決しうることではないのであり
ます。わが国の医療制度全体とも密接な関連を有するllU題であり，このような観点から今後とも厚
生省その他関係各方面と緊密な連携をとってまいりたいと存じております。
以上，医師溌成の拡充に閲し当面する問題について所(jiの一端を申し述べたのでありますが，こ
れらはいずれも当面鵬思かつ具体的な措遣を必要とするものばかりであります。
私といたしましては，広く瀞議会その他関係方面のご懲見をいただき，全力を挙げてその解決に
取組む所存であります。
委員各位のご協力とご支援が何よりも必要であることは#今さら申すまでもないところでありま
す。なにとぞよろしくお願い申しあげます。
５医科大学（医学部）の設置に関する調査研究の実施について
（昭和`１６年６月21日文部事務次官裁定）
１趣旨
医師饗成の改勝に資するため，医科大学または医学部の設陞に関する諸問題等について,ＩＮＩ症研
究する。
２調査研究IIl項
調壷研究を行う班項は，次に掲げるとおりとする。
（１）医師養成計画と国公私立大学の役割
（２）医科大学・医学部の設極の要件および配漣方針
（３）その他医師薙成の方策に関する事項
３実施方法
調査研究は，大学の教授，学識謹議者等の協力を得て行う。
４実施期間
調従研究を尖施する期間は，昭和46年６月から１１N和`17年３月までとする。
５協力者
調査研究に協力を求める者は，次のとおりとする。
５０音順
赤画一即国立栃木病院長
足立作雄徳島大学医学部附属病院艮
荒填秀雄評論家
市川箆二国立東京第一病院長
井付和朗日本放送協会解説副委瓜及
入江英雄前九州大学長
懸田克朗順天堂大学医学部長
９１ 
財団法人がん研究会附凪病院長
全国知4F会蛎務総長
厚生省医務局長
-F藁大学医学部良
利
貞
正
雄
大
雄
畔
蝋１１１
藤丼
松尾
隣本
６国立医科大学北海道誘致期成会設支趣意書
北海逆にお(ﾅる医療技術者を確保し,もって道民の健康増進と医療水準の向上をはかるため,逆
は第３期北海道総合開発計画に関する道意見として道東および道北の地域に国立医科大学の設置
を要望した結果。昨年７月同計画中に国立医科大,雅象ど大学教育施設の糖Mi拡充について閣雛決
定番みたところであります。
ご承知のとおり、ｲﾊﾟ道は面菰広大にして医療機|卿に恵まれないへん地を多くｲｲしており｡11t近に
おける 民生活の向上とも関連して医療の機会を求めるJ1了は切実なものがあります。とくに本道
の面積100平方キロメートル当たりおよびﾉ、口l()万人当たりの医師数は,全図のブロック別にみる
と鎧下位にあり，公的医療機関の医師数も必要数の約50％程腰であるなど。濡し<医師が不足し
ている現状にあります。
また,医師鍵成の面からみても,東北および九州ブロックに比較して医師鍵成機関の入学定員は
極めて少ない現況にあります。
したがって,今後述内地域の均衡ある発展をはかるうえにおいても,道 および道化の地域に国
立医科大学の設慨を械極的に推進することが肝要であります。
￣方，国においても全国的な医師不足の現況にかんがみ,昭和47年度以降２ないし３校の国立医
科大学また;士医学部設慨の意向を表明しております。また，全国においては，医科大学または医
学部が設慨されていない県が16県あり，ニル>の鼎はすでに活発な誘致迦助を展開している状況
にあ})まず○このときにあたり，北海道として国立医科大学２校の設世を基本とし，当面道北地
域の旭111市に国立医科大学の誘致を実現するため，道内各界が一致して「国立医科大学北海道誘
致期成会」（仮称)を結成し全道民一丸となってその実現のための迎勅を強力に展開しようとする
ものであります。
この趣旨にご織同を賜わり，ご協力をお願い申しあげます。
昭和46年８月23日
同立医科大学北海道誘致期成会（仮称）
設立発起人
北海道知｣|\堂垣内尚弘
（以下50音順）
旭川市長五十嵐広二
北海道市長会会長板九（武四
北海道木材協会会踵岩倉巻次
北海道議会副議長ノ〈塙利雄
北海道教行長岡村花吉
北海道経営者協会会長佐藤貢
旭川市議会議長柴［、登志雄
北海道総合開発委員会委貝長杉野目１Ｍｊ貞
北海道議会議艮杉本栄一
北海道医師会会長武［,，三一
－ＬＷＩ－ 
北海道大学良
北海道農 協同組合中央会副会長
北海道商工会議所逃合金会頭
北海道町村会会ﾉﾐ
北海道水庵会会災
旭111大学設}r期成会会｣を
北海道薬剤師会会｣〔
北海道歯科医師会食災
礼饒医科大学・輝を
丹
早
広
腐
職
吉
一
吉
的
典
三
軒
郎
知
武
箇
正
謹
端
竹
順
瀞
左
羽
坂
議
野
好
永
野
岡
辺
慌
矢
山
遮
７国立医科大学北海道誘致期成会事業計画
IIJ:本方針
本lUl成会は，面献広大にして勢（の蒸医地[<を(Ｌている本道医療のjM状と今後よすま-1-1,犬
する医療需要と医療技術の高度化に対応するとと６１こ、均衡ある本巡の発牒をはかるため，脚11：
医科大学２校の水道誘致の笈現を１重かろ二ととし．当面道北地域の旭川717に同立医科大学を糞現
するため．道民総懲を緒!&し、積極的仁迦llMjを腱開する。
２’1櫟計画
（１）同立医科大学の,総数０)突現を期するため，政府lEl会など関係機ＩＨＩに対し陣WIi，請願，要tHを
行う。
（２）凶立医科大学の愛人体制の整備について必哩強`!『業を行う。
（３）国立医科大学誘致皿助を円満Iこするため、厩料の収集を行う
トI）誘致運動の推進を(よかるため'二必要な会議を開(１１;寸一ろ‐
（５）その他誘致を実現するため?必要なＩＩＴ鑓を行う、
８国寺医科大学北海逆誘致期成会規約
（名称および所在地）
繭1条本会は，国立[嫌:}大学北海道誘致期成会と称し、嘱務所；よ札桃【}iにおく。
（(･Ｉ的）
輔２糸本会は，国立医科ﾉ〈学を北海道'二没ＩＩＴ今|･ることを促進し、この爽現をはかることを[]的と
する。
（l「業）
耐３条本会は．前蟻に掲げる目的を進成すおたy)，次のＪＩＦ業を行う。
（１）設慨促進のため必喚な陳情。請願
（２）国立医科大学の`没ＩＩＴに`必奨な請粂件の雛M1促進
（３）その他本会の、的達成のため必要な’１F愛
（組識）
耐.1条本会は，行政機UU，医療関係機関，ノ)砿W1i[､j１体Ｕ)代斐者および学繊繩鹸艀等本会の趣旨にff
lriけるものをもって$Ⅱ縦する。
（役叩
溺５条本会に次の役tiを｣パハ
ﾘコ
会長１名
副会長若干名
理醜若干名
監事２名
２役員は，総会において選出する。
３会長は，本会を代表し，会務を総理する。
４副会長は会長を補佐する。会長にrir故あるときは．あらかじめ会長の指名する副会長がその職
務を代理する。
５理事は、本会の主要事項の審議ならびに会務の運営に従事する。
６監事は，本会の会務を監庄する。
（顕間）
第６条本会に顧問ならびに参与をおく。
２顧問ならびに参与は，会長が委嘱する。
３顧問ならびに参与は会務の埴要螺項について必要に応じて会長の諮問に応ずる゜
（会識）
第７条本会の会議は，総会および役乢会とし、必要に応じて会長がそれぞれ招架する。
２総会は，会長が必要と認めた会務の重要なrmF項について祷議決定する｡
３役員会は，総会に提案する事項，総会において委任された事項および本会の運営に関する亟要
事項について審議決定する。
（幹辮）
第８条本会に幹戦若干名をおき，本会の運営を補佐する。
２幹事は，幹萌会を樅成し，本会の或業に必要な事項について企画立案する。
３幹事は，会長が委嘱する。
（経賛）
第９条本会の経費は，補助金およびその他の収入をもってこれにあてる。
（車務局）
第10条本会のｻｲ務局は，北海道総務部におぎ，必要な職員は会長が委嘱する。
（その他）
第11条この規約に定めるもののほか，本会の述営に関し必要な事項は，会長が別に定める。
（附ロリ）
この規約は，昭和46年９月２日から施行する。
９国立医科大学の旭川市誘致に関する決議
北海道は，面積広大にして医療機関に恵まれない辺地を多く有するところであり，最近における
民生活の向上とも閲述して，医療の磯会を求める声は切実なものがあります。
特に，本道の人ｎおよび面積当りの 師の数は，ブロック別にみると全国の雌下位で医師の不足
は深刻な実情にあり，国立医科大学２校の設肛が絶対に必要と考えております。
国におかれては，本道のかかる特殊性を老慮され昭和47年度予算には，そのうちの１校として全
同に先がけて，必ず北海道の旭川市に国立医科大学を設置するに必要な措置をとられるよう，全道
民の強い悲願として要望いたします。
昭和46年８月23日
国立医科大学北海道誘致期成会会長
北海道知頑堂喧内尚弘
9４ 
１０申し入れ{Iド
北海道は．人口および面積当たり医師の数は，全国のプロックリjﾘにみるこlIt下位で、医師の不足
は深刻な`jiiiYにあり夫す。
［璽1におかれては，本道の特殊性を考慮され。昭和`17年度:F算には全腫|にさきがけて．必‐ｒ北海道
の旭川市に同立医科大学を識微するよう，本日の委員会で決議したので実現力特段のご配腫を願い
たく右申し入れます。
昭『[146年８月2`１日
自民党政調会北海道１%]発露ロ会
委Ｌｌ」&【1『池臆三
１１国立医科大学設置に関する要望需
北海泣の[ﾀﾐ旅技術者を雁係し，もって、遊民の健H1軸巡と底ﾌﾞﾘｉｆ水iⅡ{の}(ﾘＭＭよかろため，龍３１０｜
北海道総合ｌｌＩ１発舟ｌｉｌｌｌＩ（昭和45年閣議決定）に基づき，北海道旭ⅡlTljに[!(１．，１/:厩『:}大学を`没I'tされると
ともに，昭和`１７年度において，設置に必要な予算階iffを鋤ずるよう強く煙V<する。
（理lil）
鋪311j北海逆総合開発計画に関する道意見として、道〕１１及び逝北の地域にlx1立医科大学の設ifを
艇W【し、昨年７月、国立医科大学など，大学の漣Mi、拡充について側披決定を見たところでありま
す。
御水知のとおり、本道は，面積広大I量して。医療機測に恵まれない辺地を多く{『するとニろであ
り，魔旗機会を求める声は切実なものがありま-ｹ。
特に，本道の医療技術者の現況は，左記事項のとおり。全国に比し，ノ1kも い現状にあるので．
薩疲技術者の礎成と確保のため．北海道旭川市に画布 科大学を投脱さ』Lろとともに，昭和47年度
のiiiIの１宅算において、設慨に必要な予算措置を識ぜられるよう強く典製するものである。
記
IiliiiYl及び人口当たりの医師数は，ブロックに見ると，北海道が全[１$のllk下位にある。
Iiiiiil(100平方キロメートル当たり6.3人（全国31.4人）人口l()方当たり95.0人〈全国113.0人）
２僻地医師の確保は，きわめて困難な現況にある。
３鷹師の災成機関の定数は，きわめて少ない現況にある。
』|[北〈６入学〉５`１０九州（５大学）500人北海道（２大学）１８０
．１公的腫療機関における医師は，著しく不足をしている。
必喚牧2.208人に対し，現在1,076人で約50％不足
５I1f1I1J村別医師の分ｲif状況は，213市町村のうち，医師1人未満のllrl:､lが３１lIljlll｢付で，内ﾄﾞ:|，外科
などのＷｌｌ１分野を醤Ｍ１した場合，医師不足はきわめて深刻な現状にある。
６股１１ft場所である旭川市は，北海道の中心に位避し，その圏域人L1l6()ﾉﾉ人を.イル，この地域の行
政，文化，経済など，各分野にわたる道北の拠点であり，札幌に次ぐ''1|蛾llT1jであお・
巴うした地理的社会的条件から見ても，医学教育の特殊条件のｉＩＩｘった{iiI11jである。
ｌｌｒｌｎⅢ16年８月25、
北海道知’1ｉ’;it地内尚弘
北海道議会識氏杉本栄一
9月
１２医師養成の拡充について（中間報告）
近年，医療需要の増大と医師の地域的 在等による医師の不足が各方面において問題となってお
り，これに伴い，医師の養成数の拡充に対する要望が強まっている。
医師養成数の拡充は，医学教育のあり方とも関連があり，さらに，将来における医療樅造の変革
その他医療制度全体とも深く関連する問題であり，したがって，広汎かつ基本的な検討を行なう
必要があるが，本調奔会においては，医師養成数の拡充が国家的急務であることにかんがみ，本
年７月以降，当面の医師養成計画と医師養成数の附加方法について検討を行なうこととし，一応
の中間的まとめを得たので，ここに報告する。
なお，医科大学（医学部）の設置要件，配置方針等，残された問題についても，引き続き検討を
急ぎ，報告を行なう予定である。
昭和46年９月17日
医科大学（医学部）設概調査会
議長黒」1１利雄
文部大臣高見三郎殿
１医師の必要数とその養成計両
(1)わが国の医師数は，昭和46年において約13万4千人（推定）であり，人口10万人につき128人の
割合となっているが，同民皆保険による患者の急墹前と同様の医師数と患者数との比率（医師１
人１日当り取扱い患者数一病院の入院14.5人，診療所の外来41.5人）を保つとすれば，人1110万
人対150人の医師が必要となり，それは46年度の人口と対比すれば,約15刀７千人の医師が必要と
いうことになる。また，医学の進歩発展と医師の活励領域の拡大，ならびに受療率の伸びに伴う
患者数の増大などを考應して将来の必要医師数を推測すると，さらに相当多数医師が必要と考え
られる。
また，今日指摘されている医師の不足が，その地域的 在に伴うものであることもじゅうぶん
考慮しておかなければならない。
医師数について諸外国の状況をみれば，米国，西ドイツ，ソ連等においては，いずれも人口１０
万人対150人以上となっているが，しかも米国等においては，なおその不足が問題とされ，医師養
成数の増加が当面の大きな施策として取り上げられている。
このような状況にかんがみれば，わが国における医師養成数は，将来の医療継造の変化なども
考慮しつつ当面，地域医療の確保を考慮して，絶対数の墹加を図る必要があることは明らかであ
る。
(2)そこで，増員を考えるについて，仮に，人１１１０万人につき150人の医師を確保するとすれば，今
後数年間に約1,400人の医学部入学定員を墹加したとしても,ようやく昭和60年に達成される程度
であり，さらに進度を早めてより多くの医師を養成する必要もあろうが，医師を鍵成すべき医学
教育担当者（とくに基礎系教官）および医学部を設けた場合に必要な看護婦等の確保兇込を簿慮
すれば，一挙に医師養成数を 大することは困難である。
実現可能な医学部入学定只の噸加数としては。昭和47年から51年までの５年間に1,200～1,300
人,程度と考えられるので，当面は，この程度の墹瓜に努めることが現実的である。なお，その後
の増員については，医療体制の改革等の状況をもにらみあわせて，さらに検討すべきであろう。
２医師 成数増加の方法
医師養成数を増加する方法としては，既設医学部の入学定瓜を引き上げる力法と医科大学（医学
部）を新設する方法とがあるが，前述の基礎系教官，石護婦等の確保兇込を考慮すれば。可能な限
－９６ 
D，既設医学部の入学定且の瑠加に努めるとともに，地域的な諸条催を考慮して，医科大学（医学
部）の新設を図ろ必要がある。
３既設医学部の入学定員増
既設医学部の入学定旦墹は，各大学の邪情も考慮して，可能な大学について行なうべきであるが，
その場合の］大学の入学定員は，教育的見地から，120人までにとどめることが望ましい。
なお，既設医学部の入学定員燗を行なうにあたっては，各大学の実,儲をじゅうぶん考慮し，教官
の増員，施設・設iWiの拡充などについて必要な措祇を講じ，教育内容の 下をきたさないようにし
なければならない。
４医科大学（医学部）の新設
現在の医師不足の問題が，絶対数の不足と地域的 在の両方に問題があることを考慮すれば，医
師の養成のみならず，医療制度のあり方についても改善を回らねばならないが，医師の養成につい
ては、国としての積極的な施策を講じて，充実した医科大学の新増設に努めなければならない。そ
の場合，新設の医科大学については，従来の設祇形態のもののみでなく，地域医療との関係を考慮
して，国と地方が協力して設ける新たな形式の公的医科大学を織想する必要があろう。また，地域
の要請に即応するには，地元 民の子弟に対する医学教育の機会の提供と地域医療に従事する医師
の確保に大きな役割を果たしている公立の医科大学の設伍をすすめ，国の助成策を識ずるべきであ
る。
当面の目安として，新設の医科大学（医学部）による入学定員の増加数については，少くともそ
の半数程度は，地域的配置，進学の機会の均等などの観点から，凶，公立等の公的医科大学（医学
部）によることが妥当と考える。この場合，公的医科大学の設極地域は，単に医療取情が悪いとい
うことのみを条件とするのではなく，より咳域的に考え，とくに医学の教育研究に必要な条件が整
い，その存立，発展の期待できるところを考慮すべきであろう。
私立の医科大学については，充実した医学教育を行なうことができ，かつ，健全な経営ができる
はっきりした見通しが得られる場合に限って，その設髄を認めるべきである。
５医科大学（医学部）のため同がとるべき諸措世
医科大学（医学部）を折たに設けるため，および既設医学部を充実強化し，医学教育の水準の維
持，向上を図るため，国がとるべき借Ⅱとしては種々のものが考えられるが，その主なものをあげ
れば，次のとおりである。
(1)医科大学（医学部）の設置について国と地方の協力が円滑に行なえるよう，立法その他必要な
措圃を誠ずること。
(2)公立，私立大学の医学教育の水準確保のため，殻極的に助成措旺を拡充すること。
(3)将来における医学系教官の確保を図ろため，各種の方途を積極的に識ずること。
(4)医学部学生，大学院学生に対する奨学金制度の拡充を図ること。
(5)病院増設時の陰路となる 療関係技術者，とくに看護婦の養成数の増大のため，必要な措睡を
談ずること。
(6)大学病院と連携協力して，医学部学生の教育または 後教育にあたる教育関連病院（卿Ｉ１１的病
院を含む｡）の整備を，地域･性をも考慮しつつ，菰極的に図ること。
６憧師の錬成については，医学部学生の教育と 後教了ifを迦じて－H1した体制の下にその拡充を
図ることが肝要であり，そのためには，文部・厚生両街が蝋に密接な連携を保ち，以上述べた措
idf及びこれに関連する措置の実現に当ることが必要である、
－９７ 
